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1.ハードとソフトの道路政策
　道路資本ストック形成に向けて採られたわが国の主要施策は，有料道路
制度と道路特定財源制度である。両制度はわが国道路政策の二本柱，ない
しは両輪と呼ばれて久しいが，昨今，前者については従来から行われてき
た公団方式からの転換が目下道路関係四公団民営化推進委員会で検討作業
中であり，後者では財政再建の有力方策としての位置付けからその一般財
源化か叫ばれ，一部実施に移されている。この意味ではわが国道路政策の
根幹が問われているといってもよい。両制度がわが国道路資本ストック形
成に果たしてきた役割は，現時点ですでに政策上の使命の大半を終えたと
すべきなのであろうか。筆者には現下の道路政策論議の検討プロセスに論
理整合性が乏しいように思えてならない。制度そのものへの客観的で正確
な理解に基づき，問題点を適切に整理した上での議論がなされて然るべき
である。結論先にありきの議論では，社会資本整備の将来に禍根を残す懸
念が払拭できないと考えるのは筆者だけであろうか。もちろん，両制度に
改善点がない等というっもりは毛頭もない。正すべき所を正さねばならな
いことは論を俟たない。しかし，両制度が導入された背景にはいかなるも
のがあるのか，そこに導入の必然性がみられるのか，さらにどのような課
題が残されているのかを明確にしておくことが，政策論議の出発点である
と考えるのである。
　本格的な有料道路制度は昭和27（1952）年に公布された道路整備特別措
置法（旧特措法）によって導入された。道路網整備の必要性が強く叫ばれ
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る一方，国，地方公共団体の公的セクターの財源不足に対処するためのも
のであった。旧特措法は一般道路での料金徴収を可能とするものであり，
これにより道路法上の道路に関して全面的な有料制が採用されるに至った。
国の直轄有料道路事業として関門トンネル，戸塚国道，西海橋等が，補助
有料道路事業として日光道路，濃尾大橋等の整備が行われたのである。
　旧特措法は有料道路制度を本格的に導入したという点では画期的なもの
であったが，有料道路整備主体への国の貸付制度に財政上の面で限界があ
ったこと，整備主体が独自に有料道路計画を樹立していたため資金の効率
的運用上での課題があったこと等から，昭和30（1955）年の道路審議会答
申の提言を受け，新たな組織としての公団による有料道路の整備を可能と
するよう，昭和31（1956）年に現行の道路整備特別措置法（新特措法）に
改定された。制定された各公団法の下，日本道路公団，首都高速道路公団，
阪神高速道路公団，本州四国連絡橋公団がそれぞれ昭和31（1956）年，昭
和34（1959）年，昭和37（1962）年，昭和45（1970）年に設立された。ま
た，昭和45（1970）年には地方道路公社法が制定された。これらにより，
国が有料道路の直接の事業主体とはならない新たな制度が確立され，民間
資金の活用とも相俟って，有料道路資本ストック形成に大きな進展をもた
らすこととなった。このような経緯から今日まで公社・公団方式の有料道
路事業が続けられてきたのであるが，小泉内閣の特殊法人改革として平成
13（2001）年３月に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」では，
道路４公団の廃止，これらに代わる新たな組織，その採算性の確保につい
て第３者機関（道路関係四公団民営化推進委員会）で一体として検討し，そ
の具体的内容を平成14（2002）年中に取りまとめることとされている。道
路関係４公団の改革により，優れた市場成果の産み出されることが何より
期待されるが，民営化は利潤最大原理に基づくものであり，消費者余剰1）
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を加味した公団方式の政策的意義をどう評価するのか，社会的排除(social
exclusion)の回避の問題をどう扱うのか，第３機関に検討を要請したい課
題は少なくない。
　一方で，わが国の立ち遅れた道路整備の財源的基盤を確立するために，
道路特定財源制度が昭和28（1953）年制定の道路整備費の財源等に関する
臨時措置法により創設された。同法は①建設大臣は昭和29年度を初年度
とする道路整備五箇年計画の案を作成して閣議の決定を求めること，②政
府は道路整備費の財源として揮発油税収入相当額を充当すること，③道路
事業費の国の負担金の割合または補助金の割合の率を特別にひきあげるこ
とを内容とする（たとえば，山根〔12, p 170〕）ものであり，道路整備五箇年
計画の閣議上の位置付けを行うと共に，整備財源の確保を制度化したもの
として道路政策上重要なものとされている。そこでの大きな特徴は，財源
を自動車利用者に求めている点で応益主義に基づいた調達制度となってい
ることである。財源不足に対処する上では，揮発油税のように道路利用量
に応じた負担により安定的な確保が可能となったという点での評価は高い。
　昭和33（1958）年に道路整備費の財源等に関する臨時措置法に代わり，
道路整備緊急措置法が制定，公布された。臨時措置法が財源規定を昭和
29年度以降五箇年としていたのに対し，緊急措置法は以後の道路整備五
箇年計画，道路特定財源制度の根拠法になるものである。その意味では，
道路特定財源制度の確立そのものは実質的には緊急措置法によるものと解
釈すべきであろう。なお，緊急措置法では第３条で道路特定財源は道路整
備の財源に充当せねばならないとされている。
　道路の整備政策は道路資本ストックの充足が大きな目的であるが，近年
ではとりわけそのストックの追加が困難とされる地域において，既存スト
ックの有効活用の途が模索されている。古典的には1920年のPigouの主
張に端を発し，1964年のSmeed Report以来提唱されてきたロード・プ
ライシングがその典型例である。交通混雑対策だけでなく，自然環境対策。
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財源確保対策等の観点から，諸外国ではすでにいくつかの導入例は見られ
るが，わが国での有料道路割度がいち早く取り入れられたロード・プライ
シングであることは断るまでもないことである。首都高速道路，阪神高速
道路では平成13（2001）年秋より環境ロード・プライシングが導入され始
め，東京都でもコードン方式によるロード・プライシングの検討が重ねら
れている。ロード・プライシングには混雑料余制とピークロード料金制が
ある。前者が混雑という外部不経済の内部化を意図したものであるのに対
し，後者は需要の平準化を実現するための方策である点に基本的な差があ
る2）。これらの制度の問題点に関しては，ＩＴの進展により技術面での課
題は克服の方向にあるといえるが，社会制度面での課題は残されている。
とりわけ混雑料金制の場合，消費者余剰の減少分を消費者にいかに還元す
べきかについて，実行可能な抜本的対応策は依然として示されていないの
が実情である。
　道路政策は整備というハード面と，活用というソフト面の双方より論じ
られることが必要である。道路のサービス水準を反映した道路資本ストッ
ク3）をいかに客観的・定量的に把握し，評価すべきかに関しては大いに検
討の余地が残されているが，近年ではそれが一定の段階に達しているとす
る見解が多いように見受けられる。そこに定量的な指標が示されているわ
けではないが，道路は十分であるとする説が声高に唱えられている。とい
うことは，道路政策の重点をソフト対策に移すべしとの見方とも解釈され
うる。しかし，その前にハード対策としての道路整備をめぐる論点で整理
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しておかねばならないことが少なからず存在していることに留意しなけれ
ばならない。ソフト対策を実効あるものとするためにも，ハード対策での
問題点の検討は必要とされるのである。本小稿では幾分なりともその論点
整理を試みたい。
2.「道路無料公開の原則」と費用負担
　わが国道路政策の基本法である道路法（旧道路法）は大正8（1919）年の
制定であるが，そこでは，それ以前の段階で明治政府が国の営造物4）とし
ての道路の性格から無償使用を原則とすべしとした考え方から，特別の場
合の橋，渡船施設に有料制（賃銭の徴集）を認めた他は有料制が認められ
ないため，「道路無料公開の原則」が一般的になったと解釈されている。
旧道路法では，有料制の対象は橋，渡船施設に限られ，道路は該当すると
はされなかったのである5）。昭和27（1952）年になって全面改正された新
道路法でも，有料制の対象は設置者を道路管理者である都道府県，市町村
のみに限定すること（第25条）を除いては旧道路法の規定と本質的に変わ
るところはなかった。設置主体に関して，旧道路法で認められていた私人
による有料橋の建設は弊害が目立ったため廃止されたが，時代背景が大き
く異なるとはいえ，昨今の民営化政策とは逆の措置であった。これらの規
定以外には，「道路無料公開の原則」は明文上確認されるわけではない。
このことからすれば，道路の性格として有料制が認められていないという
ことから「無料公開」とするという解釈をするのが自然であろう。このよ
うな経緯でわが国では「道路無料公開の原則」が確立されたとされている。
　先にも触れたように，道路法上の道路に関する全面的な有料制は新道路
法とほぼ時を同じくして制定された道路整備特別措置法（旧特措法）で採
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用された。そこでは有料制の対象が橋，渡船施設に加え，一般道路まで拡
大されたのである。道路資本ストックの立ち遅れから，従来の公共事業方
式では十分かつ効率的な整備は行えないとの認識による。旧特措法では有
料道路は代替道路を前提としていること，料金の額は道路の通行者が通常
受ける利益（便益）の範囲内とすること等が要件とされていることから，
「道路無料公開の原則」の下でも有料制は認められうるものとされている。
旧特措法の道路政策上の意義は確かに革新的ともいえるものであったが，
そこでは有料道路の建設主体は建設大臣，都道府県知事および市長とされ
ていたため各々が独自の計画を樹立することに伴うという点で効率面で問
題があったこと，道路の必要性と財政事情から民間資金の活用が必要とさ
れたこと等から，昭和31（1956）年の日本道路公団の設立に伴い，同法が
新特措法に改定されたのは前述のとおりである。新特措法の第３条１項に
は有料道路の建設要件が定められている。このことから，有料制への法的
裏付けが与えられたものと確認されうる。とはいえ，有料制も先の「代替
道路要件」，「便益要件」から，「道路無料公開の原則」に逸脱しない範囲
内での解釈とすべきであろう。
　明文化されていないまでも，「道路の無料公開原則」が一般的となって
いることから，その費用負担問題は道路サービスをめぐる公共財論議と独
立ではありえない。排除原理の成立する有料道路を除いて，一般道路が公
共財であるとすれば，その使用を有料とすることでは効率的な利用は実現
されえない。無料公開原則は，道路混雑の点を別にすれば，道路の効率的
利用からも支持されうるものとなる。道路サービスが公共財に相当するか
否かは古くて新しい話題である。混雑のない一般道路を想定すれば排除原
理は成立せず，消費の非競合性も満たされるため，この意味では当該道路
サービスはサミュエルソン＝マスグレイブ流の公共財と位置付けることが
できる。この場合には当該道路サービスは無料で提供されるべきであると
されるが，そこでは公共財といえども最適供給の実行性が問われる。リン
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ダール均衡にみられる需要の申告制は実際には不可能であるといったこと
等から，わが国では現実の制度として擬似的市場機構としての受益者負担
原則が大枠として用いられてきた。道路サービスを供給するための効率性
と共に，財源調達面からも合理的とされてきたものであるとみてよい。
　財源調達の現実的可能性を別にすれば，一般に公共財は一般財源により
賄われるべきである。その上で利用上外部性を惹起させた場合，その費用
を原因者に負担させることが求められる。道路のケースでは損傷，混雑，
環境負荷の費用の内部化が必要とされる。原因者負担の考え方に基づいた
正論である。ただし, Newberry〔6〕の指摘するように，原因者負担原則
が最適をもたらすか否かについては規模の経済との関連において論じられ
なければならない6)。問題は一般財源により適切な道路サービスが確保さ
れうるかである。必要量に適切に応じた道路投資が要請されることは当然
のこととして，財政状況によっては必要な財源自体が調達されえないこと，
ノン・アフェクタシオンの原則の用いられる前提に疑問が否定できないこ
と(wise government論不成立の可能性)，受益と負担に大きな乖離を生じさ
せた場合には財政錯覚(fiscalillusion)をも導きかねないこと等が問われる。
このような課題への対応策として，わが国では受益者負担原則が用いられ
てきた。ただし，受益者負担原則は負担された財源の使途に制約条件が付
されているという点では次善の方策なのである。
　受益者負担原則には政策上は合理性，公平性，安定性のメリットが指摘
されている反面，資源配分を歪めるといった懸念も寄せられている。道路
資本ストックの効率的活用からすれば，有料道路といえども需要量の少な
い閑散道路は無料公開が望ましく，混雑した道路には混雑料金を課すこと
が好ましいこととなる。前者は有料道路の償還主義の現実から採用されず，
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後者は本来原因者負担原則を基本とするものである。しかし，擬似的市場
機構としての受益者負担原則への実践面での評価は高く，事実その果たし
てきた役割が大きいことも確かである。問題は今後のあり方についてであ
る。その際考慮しなければならないのは，受益と負担の関係である。受益
の大きさは個人によって異なるため，量的評価を客観的に行うことは難し
い。しかし，何らかの尺度を設けない限り，具体的論議には結びつかない。
他の公共料金の例から類推すれば，道路サービスの使用量，質で評価する
ことが一般的であると考えられる。前者では車両台数・走行キロ数当りの
道路面積，後者では高速道路へのアクセス時間，走行速度等が指摘されう
る。高速道路11,520km構想での全国どこに住んでいても１時間で最寄の
インターチェンジにアクセス可能という点を除けば，これらの指標は当然
地域によって差が出てくるので，受益者負担原則では負担額との対応が考
えられなければならない。受益と負担が地域によって大きく乖離するので
あれば，それを縮小するための政策措置が要請されることともなるのであ
る。
3.道路事業と財源
　わが国の道路整備は基本的には受益者負担原則に準拠している。そこで
太枠としての受益と負担の対応関係を検討する上で，投資財源と道路事業
の実態について，最新のデータにより事実関係を明らかにすることとする。
　平成14(2002)年度の道路事業を当初予算にて確認しておきたい7)。投
資財源は国費３兆4,724億円(31.3％)，地方費６兆489億円(59.2％)，財
政投融資等１兆6,342億円(14.6％)，計11兆1,555億円(100.0％)であ
る。この11兆1,555億円を用いた事業は一般道路事業５兆856億円
(45.6％)，有料道路事業２兆1,698億円(19.5％)，地方単独事業３兆9,000
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億円（35.0％）である。国庫の負担に係わる国費での特定財源比率は
97.4％と自動車利用者の負担が大部分を占め，残りはＮＴＴ-Ａ型資金等
による一般財源である。地方公共団体の負担に係わる地方費での特定財源
比率は37.1％と低くなるが，道路総延長に占める地方道の割合が圧倒的
に多く，その整備を地方に委ねたほうが適切な整備が期待できること，一
般財源が地方の一般租税収入，国からの地方交付税交付金収入等から構成
されており，地方の裁量下にある財源が少なくないこと等を勘案すれば，
別段不思議なことではない。道路の空間機能を考えれば，論理的には国費
といえども一般財源の投入比率がより高くてもよいとの主張もありうる。
　平成14年度予算の投資財源としての国費３兆4,724億円に対し，税収
等では揮発油税・石油ガス税等が３兆251臆円，後述の自動車重量税の国
分が6,720億円，計３兆6,971億円8）と上回る見通しとなっている。そこ
でその差額2,247億円は，本来一般財源の位置付けである自動車重量税の
オーバーフロー分として一般財源に回されることとなった。この措置が平
成15年度以降においても同様の形態で継続されるのか，あるいは更に，
このことを契機に昨今の主張にみられる特定財源の一般財源化か進められ
るのかは，今後の道路政策上大いに注目されるところである。
　わが国の自動車関連諸税は取得段階での自動車取得税，保有段階での自
動車税，軽自動車税，自動車重量税，走行段階での揮発油税，地方道路税，
軽油引取税，石油ガス税と多岐にわたっている。加えて保有段階，走行段
階では消費税が併課されている。税目の簡素化が長い間提唱されているの
と共に，二重課税の解消も叫ばれている。これらのうち，保有段階での自
動車重量税，走行段階での揮発油税，石油ガス税は国の道路特定財源とな
っている。地方の特定財源としてはこれらのうちの譲与分（揮発油税と併
課される地方道路税の譲与分を含む）と，保有段階での自動車取得税，走行
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段階での軽油引取税が属する。これらの諸税にはさまざまな経緯と事情が
あるため，これを適切に整理・把握しておくことは税制論議上の前提とし
て要請されるのである。
　最大の税収額は揮発油税である。第２次大戦後の昭和24（1949）年に創
設され，第１次道路整備五箇年計画のスタートした昭和29（1954）年より
特定財源とされた。しかし，税率等を規定している揮発油税法では目的税
とはされておらず，道路整備五箇年計画の根拠法である道路整備緊急措置
法第３条１項により，五箇年計画の間は道路特定財源とするとされている。
このことは石油ガス税についても同様である。昭和60（1985）年より揮発
油税収の一部は一般会計を経由せず，道路整備特別会計へ直入するという
制度が設けられた。当初は税収の1/15が直人分であったが，昭和63
（1988）年より1/4に拡大されている。道路特会に繰り入れられた全額が
地方道路整備臨時交付金として地方公共団体に交付されるため，国の財政
事情に影響されることのない，地方の生活道路整備の安定的な財源となっ
ている。なお，直入制度は原油等関税，電源開発促進税等にもみられ，揮
発油税固有のものではない。直入割合もさまざまで，原油等関税，電源開
発促進税では全額が各々の特別会計に直人されているのである。
　石油ガス税はガソリン車の一部がＬＰＧ車に転換し，ガソリン税収入の
伸び悩み，それに伴う道路整備財源不足に対応するための措置として昭和
41（1966）年に創設された。税収額は多くはないものの，低公害車への開
発要請から今後新燃料による自動車が普及してきた場合9），それらへの課
税政策を検討する上で，石油ガス税の導入の経緯は貴重な参考事例となろ
う。
　第６次道路整備五箇年計画の財源不足を補う目的で昭和46（1971）年に
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創設された自動車重量税は，税制上いささか複雑な位置付けとなっている。
自民党田中角栄幹事長（当時）の自動車新税構想から出発したものである
が，自動車重量税法上，租税特別措置法上は普通税の扱いとなっている。
当時の試算では当該税収額は5,000億円と見込まれ，その1/4である
1,250億円は地方の特定財源として譲与にの譲与税は自動車重量譲与税法上
目的税とされている），残りの国分の3,750億円のうち, 3,000億円を道路
整備の不足分に充当し, 750億円を道路以外の社会資本に用いることとさ
れた。以降，国分の８割相当額が特定財源とされているが，８割という比
率は3,000/3,750に基づくものである。特定財源としての扱いは，昭和
46（1971）年に展開された総合交通体系を巡る議論の中で位置付けられた
ものである。先に触れたとおり，平成14年度予算ではその一部が一般財
源として用いられることとなった。現行の暫定税率では自家用乗用車が
0.5トン・年当りで6,300円，営業用車は同2,800円と重量を反映した税
率とはなっていない。営業用車の積載効率が良いことから，道路損傷の防
止という観点では問題とされうるところである1o）。
　地方の特定財源では，昭和31（1956）年に創設された軽油引取税が税収
上は最も大きな存在である。平成5（1993）年の暫定税率の改定で，ガソ
リン税については一定（揮発油税３円／?の引き上げ，地方道路税３円／?の
引き下げ）とされたのに対し，7.8円／?の引き上げとなった。大型車とし
ての利用可能性からもっぱらディーゼル車を用いざるをえないトラック事
業者からの反発は大きく，その引き下げ要求は現在まで一貫して続けられ
ている。現行の技術水準を一定とした場合，環境対策上ＮＯＸとＣ０２の
いずれの抑制にウェイトを置くのかに依存して，現行暫定税率のあり方が
議論されることとなろう。その意味では自動車税制の枠内だけでは検討さ
れえない状況となっている。ただし，すでに多岐にわたっている現行の自
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動車税制に環境の視点を加えることは，制度上の複雑さを増すだけで好ま
しくないとの反論もある。環境対策は別の視点で行うべきという立場から
のものである。
　昭和43（1968）年創設の自動車取得税は3/10が都道府県および指定市
に, 7/10が市町村に配分されることとなっている。環境対策上いち早く
グリーン税制の対象とされたことは記憶に新しい。
　これら特定財源以外に，保有段階での自動車税とわが国特有の存在であ
る軽自動車税があり，前者は税制論議の末平成13（2001）年よりグリーン
税制の対象となっていること，後者では普通自動車に較べての優遇措置が
特徴となっている。自動車税制のグリーン化は平成12年度税制改正要望
として当時の運輸省，環境庁から自動車重量税を対象とした案が出された
が，道路特定財源論議とも絡み，平成13年度税制改正において税収中立
とした自動車税のグリーン化か創設されたという経緯がある
　一方，道路事業との関係でみると，一般道路事業には国費，地方費が直
轄事業，補助事業，緊急地方道路整備事業に充当される。いずれの事業に
おいても国費の方が多く用いられることとなっているが，先にも触れたよ
引こ，緊急地方道路整備事業には揮発油税の道路整備特別会計への直人分
が大きな役割を果たしている。
　有料道路事業には道路４公団への国費からの出資金，地方費からの出資
金・交付金，財投資金等が充当されるが，平成14年度では特殊法人改革
に伴い，日本道路公団への国費投入はゼロ（平成13年度は3,058億円），本
州四国連絡橋公団への現行制度の無利子貸付制度の前倒しにより，前年度
の800憶円に1,000憶円増の1,800憶円が投入されることとなった。従来
と較べて大きな変化であるため，この影響を十分検証する必要がある。
　地方単独事業は地方公共団体が独自の立場で行うという事業特性から，
もっぱら地方費が充当されるが，そこには地方の道路特定財源に加え，都
道府県，市町村の普通税である自動車税，軽自動車税等の自動車利用者の
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負担によるものが含まれているという事実を把握しておかなければならな
い。
　道路整備の主要財源となっている道路特定財源の使途拡大，一般財源化
の主張が展開されている。道路特定財源制度には擬似的市場機構の活用に
よる資源配分の効率化への寄与という主要なメリット11）がある一方で，
財政硬直化の原因であり，既得権の温床により無駄な投資が継続されてい
るとの批判が強まっているからである。使途拡大論と一般財源化論は似た
主張であるが，本質的には別のものであることを峻別しておかなければな
らない。これらの議論の前提に，道路特定財源諸税の暫定税率問題を論じ
ておく必要がある。石油ガス税（したがって石油ガス譲渡税も）以外のすべ
ての税には本則税率を上回る暫定税率が昭和49（1974）年より四半世紀以
上にわたって課せられている。税法学者の中には実施されている暫定税率
は一般的なものとなっているので，これが本来の税率と解釈するのが現実
的であるという説を展開する人もいる。しかし，暫定税率は道路整備がい
まだ十分ではないとのことから適用されているのであり，暫定税率を是認
する立場からは一般財源化論は展開されえない。一般財源化の議論には，
現行暫定税率を本則税率に戻した上で，納税者の理解が得られるかを広く
問うことこそが論理的であると強調しておきたい。
4.道路整備の効率性分析
　道路の過剰整備説の背景には，投資に当たり十分な費用対効果分析を行
っていないとの批判がある。この種の主張は道路に限らず，公共プロジェ
クトに共通したものである。しかし，現実には道路整備の費用対効果分析
に関しては，いち早い取り組みのなされていることが等閑視されてはなら
ない。第１次道路整備五箇年計画実施直後の昭和30（1955）年には鮎川義
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介参議院議員の提唱により，経済計算（国民利益計算）に着手された。通
称鮎川道路調査会では，藤井真透委員長が同調査会の提案する道路計画を
政治重点より経済重点との位置付けを明らかにしたうえで，既存の主要道
路網（今日の一般国道プラス主要地方道に相当）５万kmの改良整備を主軸と
する新たな五箇年計画の経済分析が試みられた12）。昭和30年から40年ま
での11年間を対象に，道路整備に伴う直接節約１兆4,097億円，道路整
備に伴う誘発節約と利益5,608億円，節約資本運用による利益1,255億円，
道路整備に伴う人的利益4,754億円，計２兆5,714億円が国民利益と推計
された。道路投資額6,600億円を大幅に上回る計測結果である。そこでは，
いわゆる計測不能便益の存在も十分認識されている。経済分析の先駆けと
いう点では，名神高速道路の経済的・技術的妥当性についての検討を行っ
た昭和31（1956）年のワトキンス・レポートと共に，改めて注目されるべ
き存在である。両レポート共，今日での経済分析の手法からみれば問題点
は少なからず指摘されるものの，当時の分析用具，利用可能データからす
れば画期的な成果である。ちなみに初期の便益／費用分析のバイブル的文
献とされたEckstein〔2〕の出版が昭和33（1958）年であったことを勘案
すると，それに先駆けて作成された両レポートの問題意識，分析水準の高
さが伺えるのである。
　ワトキンス・レポートが道路交通経済の分析に与えた影響は大きい。わ
が国では学界レベルにおいても，それ以前の段階では定性的分析が主流で
あったが，ワトキンス・レポートを契機に理論的，定量的分析が大きく進
展することとなった。日本道路公団が発足した年，いわば高速道路時代の
黎明期に世界銀行借款資料として活用されうるレポートが作成されたこと
の意義は，道路政策史上でも強調されてよいと考えられる。
　以後，道路原単位（道路資産／自動車保有台数）から投資額を試算すると
－40－
いう手法の採られた第３次計画等の分析を経て，第７次計画からは計量経
済モデルを中心とした経済モデルによる分析が試みられている。上位計画
である経済計画で計量経済モデルが用いられたのは昭和40(1965)年に始
まる中期経済計画においてであり，20世紀の後半になってからのことで
あった。道路整備五箇年計画においても昭和48(1973)年からの７次計画
以降，計画策定に際し，数量分析による裏付けが試みられている。そこで
はモデル構築→構造推定→ファイナル・テスト→政策シミュレーションと
いう手順が踏まれている。第７次計画ではハーバード・グループが開発し
た大規模システム・モデルであるＭＥＴＳ(Ｍａｃrｏ Economic Transport Simula-
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　－　　　－　　　－
tor)モデルを改良したGMM (Global METS Ｍｏｄｅｌ)が構築された。道路整
　　　　　　　　　　　　　　－　　－　　－
備の結果として実現する生産額は需要側と供給側で決定されるもののうち
の最少額とするという基本コンセプトがベースとなっている。この考え方
は以降開発されるモデルで踏襲されているという点で, GMMはこの種
のモデルの出発点と位置付けられうる。第８次計画に関しては，生産・支
出モデルと交通モデルを分離し，両者の補完関係に留意したSPAMETRI
(S£2!-tialEconometric Model for Japan:Transportation,Social Capital and Interre-
gionalLinkage)が開発された。
　これら二つのモデルによる経済効果計測のシミュレーションは行われて
いないが，両者の研究開発用のモデルとしての意義は大きい。これらの研
究成果をベースに，第９次計画では地域区分を県単位とし，地域内のアク
セシビリティの向上をも反映しうるRevised COMETRIP (Revised Consoli-
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
dated Model in Evaluation of Transport Investment Project),第10次計画では生
　　　一　　　一　　　　　一　　　－　　　　－
産関数の一次回次の仮定からの脱却を図り，価格の内生化という点では画
期的なモデルであるIRENE (InterregionalEconometric Evaluation Model for
　　　　　　　　　　　　　　－　－　　　　－　一　　　　一
10* Five-Year Road ｌｎｖｅstｍｅｎtＰrogrａｍ)13)，第11次計画ではマクロ的な道路
網のインプットで経済効果の計測が可能というモデルの操作性向上に大き
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く留意したEMACC (EvaluationＭodel forRoad Construction with Incorporating
the AccessibilityEffect),現行の新計画では道路混雑の影響をアクセシビリ
ティ指標に盛り込んだFORMATION (Forecasting Model for Nationwide Ef-
　　　　　　　　　　　　　　　　　-　一　　一
feet of Road Improvement lnｖｅstｍｅｎt)14)が構築され，シミュレーションが試
みられている。もっぱら技術的観点から，各モデルでのシミュレーション
結果は計測期間を10年に限定する分析(truncated analysis)であるが，生産
力拡大効果，需要創出効果に分けた形で公表されている。ちなみに便益／
費用比は第９次計画以降それぞれ3.04, 3.00, 2.79,2.44と算出されて
いる。実績データの利用可能な段階で，モデル分析の結果を事後検証する
ことが要請されるのである。
　大規模システム・モデルの限界，シミュレーション実施上で必要となる
想定道路網等のインプット・データの慎重な検討という点での課題は残さ
れているものの，最新の経済理論の成果を活用した実証分析を行っている
ことには相応の評価がなされて然るべきである。ちなみに，各モデルにつ
いての研究は内外の学術誌に評価の機会を求めており, IRENEには近年
提唱されているＣＧＥ(応用一般均衡)モデルの走りであるとの声も寄せら
れている。
　昨今，公共プロジェクトの施策・事業に成果を反映する指標であるアウ
トカム指標による評価システムが提唱されている(代表的には社会資本整備
審議会中間答申〔9, p21〕)。この手法が従来の便益／費用分析への不信から
出てきたものか，それとも便益／費用分析を補う形で出てきたものかは少
なくとも現段階では必ずしも定かではないが，両者の補完によりプロジェ
クト評価の精度が向上していくことが期待される。
　検討課題はあるにせよ，道路整備に関し科学的手法により投資効果を確
認するというステップを踏んで計画に移っていることからすれば，一連の
公共投資批判の中で展開されている道路投資批判に，この側面がどこまで
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考慮・反映されているのかについては疑問なしとはしないのである。
　道路交通はＩＴS (IntelligentTransportSystems)の時代に入りつつある。そ
の点では従来の道路とは異なった道路の整備が必要とされることになる。
もちろん，道路利用者の意向を十分に踏まえ，道路利用に伴う社会的限界
費用負担の制度化等を検討していかなければならないのは当然であるが，
道路という社会資本整備を適切に行うことの重要性は決して軽視されては
ならない。各種の道路政策論議，改革論議が将来にプラスに働くよう強く
期待したい。
－43－
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